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第10!El衛生工学シンポジウム

3-6 2002.10北海道大学学術交流会館

自然エネルギーと燃料竜池の複合利用を考慮した住宅用エネルギーシステムの実験と評価

0小杉智紀(北海道大学) 演田靖弘(北海道大学)

中村真人(北海道大学) 伊藤 健(北海道大学)

羽田 豊(北海道大学) 横山真太郎(北海道大学)

窪田英樹(北海道大学) 落藤 澄(北海道大学)

中島祐一(北端道ガス) 山田 隆一(北携道ガス)

村瀬光良IJ(北梅道ガス) 後藤陸一郎(北海道ガス)

はじめに 算値:電力 9.887 [MJJkWh] 6)，天然ガス 41.617[MJ/m3] 7)， 

本研究はLこれまで調査および数値解析等により，そのニ離化炭素排出係数:電力 0.131[kg・CJkWh]6)，天然ガス

有効性について検討してきた燃料電池活用型住宅用エネル 0.644 [kg網C/m3]7)，コスト:電力 22.2[河/主Wh]8)，天然ガ

ギーシステム 1)-3)の導入可能性を実証的に暁らかにするこス 155.4[丹1m3]9)).従来方式は荷用電源，およびガスボイ

とを目的として，北海道大学構内の実験用戸建て住宅“ロラ(熱効率:0.7510)，電力消費量 200W)とした.深夜 23

ーエネルギーハウス"に燃料電池試験機の，めを設讃し，自時......5時)の燃料電撒の運転を避け，検討対象とした運転方

然エネルギー・燃料電池槙合利用システムの実証実験と評式は表ω2に示す24種類である.運転方式は，電主熱従，熱

{匝を行うものである.まず，自然エネルギー・燃料電池複主需従のいずれかを考え，逆瀬する場合には，電力負荷に

合科賂システムの実験を行う前段階として，数値解析を実近い負荷率で運転し，電力負荷が最低負荷率 50%を下回つ

施し，燃料電池の運転方法の検討を行う.次いで，自然エた場合に燃料電池の運転を停止させる(逆瀬(小)) ，電力

ネルギーと燃料電池の複合利照を考躍した篭カ・給湯シス負衡が最低負荷率を下回った場合においても負荷主幹 50%で

テムの実証実験を行い，その省エネルギー性，環境性，経運転を継続させる(逆潮(中)) ，常に逆潮するように負荷

済性に関する評価を実施する. 率を設定する(逆瀬(大))の3パターンを考慮した.

1 .太陽エネルギー・燃料電池複合利照システムの 太陽エネルギー利用設備としては，既報 11)における単結

解析 品シリコン型太陽電池 (24m2)，多結晶シリコン型太陽電池

1. 1 検討対象と計算条件 (14.4 m2)，ソーラーコレクタ (8m2) を取り上げた.

既報 4)の実調u値に基づく熱効率，部分負荷特性を与え， なお，解析に用いた電力・給湯需要量には，それぞれ空

太陽エネルギー・燃料電池複合利用システムの解析を行っ気調和・衛生工学会空気調和設備委員会の予測プログラム

た.額イに自然エネルギー・燃料電池複合利滞システムの 12)により算出された 4人家族の電力需要，建築・環境省ヱ

概念毘を示す.太陽光発電，およびソーラーコレクタによネルギー機構 13)による給湯負荷テストモデル (Lモード)

ってできるだけ自然エネルギー依存事を高め，補助システを適用している.

ムとして燃料電池を導入する.このようなシステムの適正 1. 2 計算結果と考察

な導入規模に関しては，複数世帯の住弔群を擁するコミュ 太陽光発電と燃料電池(常主熱従)の複合利用 (RUN5...... 

ニティなどを視野に含め検討する必要があると考えられる 12)では，従来方式に対する運用時における年間一次エネ

が，本解析では北海道大学構内の実験住宅への適用を想定ルギー，C02削減率が43......66%，35---57%の範囲となった(表

している.表向1に計算条件を示す(エネルギー種別熱最換 -2).コストについても 22---58%と非常に高い値が得られて

電力
圃園田園田岡 鰐
園田園田闇融属 高続適高

節目1 太i湯エネルギー・燃料電地複合利用システム

いる.変換効率の高い単結晶シリコン型太陽電池を用いた

場合 (RUN5......8)の削減率が，多結晶シリコン型 (RUN9...... 

12)を大きく上回っているが，製埠段階のエネルギー消費

最， CO2排出量，コストが大きいため，ペイパックタイムは

表-1 計算条件

-69-



表-2 計算結果
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多結晶シリコン型の方が小さくなる.燃料電油の運転を熱

主電従とした場合 (RUN21~24) との結果の相違は，それ

ほど見られなかった.一方，ソーラーコレクタと燃料電池

の接合利用 (RUN13~20) では，一次エネルギー， CO2，コ

ストの削減惑は，それぞれ 26~28%， 22~24%， 11 ~24%と
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図-3 時刻別電力収支の内訳(実験1)
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図イ 待刻別熱収支の内訳(実験1)

図-5 エネルギー穏別利用量の内訳(実験1)

4∞ 

i 100 

寸開

fl'農11 fl阻碍鉱 居童書肉o flD時前 庭創向。
RfI電カ% 椅憾憶力. tt81lヵ。 n鋼電ヵ。

い う結果となったjgJ-6 一次エネルギー消費量の比較(実験1)

2.太揚エネルギー・燃料電池複合利用システムのは 1時間毎に変動を与えるものとした.給湯に関しては，

実験慨喪 テストモデルに従い，電磁弁の開聞を制御し，浴室で出湯

各種運転条件における一次エネルギー削減率の解析結果を行った.出湯温度が設定値 (42'C)以上の場合は等熱量

を参考に， 3種類の条件(燃料電池の逆潮なし)で実規模実換算水量を出湯し，設定値に達していない場合には，所要

験を行った.圏サ，表-3にそれぞれ実験装置系統図，実験水量と祖度から追焚熱量を求めるものとした.実験は，表

条件と実験日程を示す.実験には，多結品シリコン型太陽サに示す各種導入設備の運転スケジュールで、実施した.

電池 14.4m2 (最大出カ:1.5 kW)，平板型集熱器 (8m2)， 3.太陽光発電と燃料龍地の複合利用

国体高分子形燃料電池(交流端最大出力:1 kW) 4).5)を使 図ω3に実験 1における時刻}jIJ電力収支の内訳を示す.電

用した.貯湯槽はソーラーコレクタ(3000，燃料電池用(200力量の正側に住宅内で消費された太陽光発電，燃料電泌の

oに独立して設置している. 1.における電力需要を模擬交流端出力，商用電力を示し，太陽光発電の逆潮電力は負
的に再現するための電力負荷装置は， 0.1 ~6 kW (0.1 kW毎)側とした.実験期間の天候は良好であり，日中の電力需要

の範簡を最小15分毎に設定することが可能であるが，今田は太陽光発電で、十分賄える結果となった.2日間合計の太陽
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図ー7 時刻別電力収支の内訳(実験2) 4冊
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附 図-10 一次エネルギー消費設の比較(実験2)

図4 時刻別熱収支の内訳(実験2) 図-8に時刻別熱収支の内訳を示す.午後からの給湯需要

光発需量は53.5MJであり，このうち逆瀬電力量は32.6MJに対しては，ソーラーコレクタの出湯でほぼ賄うことがで

を占める.17時以降は，燃料電池から電力を供給し，発電きたが， 21時の給湯需要に対して補助加熱が必要となった.

量は 33.8MJであった.逆瀬を含めない場合の太陽光発電午前の給湯需要に対しては，燃料電池貯湯槽からの出湯で

(Photovoltaic: PV)依存率，CGS依存事は，それぞれ27.9%， 完全に賠うことができた.また，給湯に関するソーラーコ

45.4%であった.逆潮を含む場合の PV依存率は 71.7%に逮レクタ (SolarCollector: SC)・CGS依存尊重は，それぞれ75.5Qる，

する 14.6%という結果となった.

図ー4に時刻別熱収支の内訳を示す.ここで正側の蓄熱量 毘サに逆潮分を合まないエネルギー穂別利用量(二次エ

は，水道水混度基準の積算値であり，負側は給湯に利用しネルギー換算値)の内訳を示す.全体に占めるソーラーコ

た排熱最，および檎助加熱量(追焚熱量)を示している. レクタの割合は 42.8%であった.燃料電池に関しては，需

燃料電池の運転時間が短いため，全ての出湯時間帯においカ・熱について，それぞれ8.3%，.8.3%となった.

て補助加熱が必要となった.給湯に関する CGS依存率は 図ー10に一次エネルギー消費量の比較を示す.右端の実際

35.5%であった. の一次エネルギー削減率は 17.3%，起動・待機時エネルギー

図司5に逆潮分を含まないエネルギー種別利用最(ニ次エ消費を除いた場合には37.2%であった.

ネルギー換算鍍)の内訳を示す.全体に占める太陽光発電 5.太陽光発電，ソーラーコレクタ，撚料電池の複

の割合は 12.6%であった.一方，燃料電池に関しては，竜カ・合利用

熱について，それぞれ20.5%， 19.4%となった. 図イ1に実験3における時刻別電力収支の内訳を示す.太

思-6に一次エネルギー消費最の比較を示す.従来方式と陽光発電量は35.3MJ，このうち逆潮電力量は 12.0MJを占め

の比較は 4段階で行った.右端が実際の一次エネルギー消る.PV依存本は，逆瀬を含まない場合 29.2%，逆潮を含む

費最であり，削減本は46.6%となった.また，燃料電池超動場合44.8%であった.

時のエネルギー消費，および待機時電力消費については， 回目12に逆潮分を含まないエネルギー種別利用量(二次エ

今後の改善が必要と考えられることから，実擦の消費最かネルギー換算値)の内訳を示す.全体に占める太陽光発電，

らこれらを差し引いた場合についても検討した.ニつの要ソーラーコレクタの都合は，それぞれ 12.8%，42.8%であっ

陸を除いた場合には部減率は64.4%となった. た.

4. ソーラーコレクタと燃料霞池の複合利用 図イ3に一次エネルギー消費量の比較を示す.右端の実際

関干に実験 2における時刻別電力収支の内訳を示す.燃の一次エネルギー削減率は44.4%，起動・待機時エネルギー

料電池の運転時間は 19時から 23時までの 4時間であり， 消費を除いた場合には64.2%という結果となった.

発電量は 15.1MJであった.CGS依存率は， 19.2%という結まとめ

果となった.商用需カ量は64.0MJであり，このうち太陽熱1) 闇体高分子形燃料電池の試験機の熱効率，部分負荷特

集熱運転用の搬送ポンプ電力消費量は6.5MJであった. 性の実測値を照い，太陽エネルギー・燃料電池複合利
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図ω11 時刻別電力収支の内訳(実験3)

用システムの適正な運転方法について検討した.太揚

光発電と燃料電池を併用した場合の年間一次エネルギ

一割減率の計算績は， 43"'66%となり，極めて高い伎が

得られた.一方，ソーラーコレクタについては 27%前

後で、あった.

2) 多結晶シリコン型太陽電油，またはソーラーコレクタ

との複合システムのペイパックタイムは，エネルギ

ー・COzともに2年以内となったが，コストについては

現状では30年を超えており，各種助成制度の適用が必

劉ー12 エネルギー穏別手IJJ目玉造の内訳(実験3)
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図ぺ3 エ一次エネルギー消費援の比較(実験3)

テムの省エネルギー伎に関する検討，北海道大学衛生工学会第

要となると考えられる 9鼠衛生工学シンポジウム論文集 (2001・11)，pp.17-20 

3) 各種運転条件における省エネルギー・環境保全・経済 3) 演悶晴弘ら:自然エネルギーと燃料電池の複合利用を考慮した

性の解析結果に基づき 3種類の実規模実験を行った. 住宅用エネルギーシステムに潤する研究，北海道大学徳生工学

太陽光発電・燃料電池の複合利用の実験(実験uでは， 会第9図衛生工学シンポジウム論文集 (2001-11)，pp.21-26 

電力に関する PV'CGS依存察は，それぞれ27.9%，45.4%4) 後藤隊一郎ら:燃料電池による住宅用エネルギーシステムの導

という結果となった.また，給湯に関する CGS依存率 入可能性評仮(第1報〉発電・排熱問収特性に関する実験，設

は35.5%であった.従来方式に対する一次エネルギー削

減率は64.4%(起動・待機持のエネルギー消費を除いた

気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集 (2002・9)，pp.1353 

-1356 

場合)に遼した 5) 務問農ら:燃料霞池による伎宅用エネルギーシステムの導入可

4) ソーラーコレクタと燃料電池の接合利用の実験(実験 能性評価(第2毅)霞カ・給湯システムに関する実験，空気弱

2)では，電力に関する CGS依存率は 19.2%という結果 和・衛生ヱ学会学術講演会講演論文集 (2002-9)，pp.1357-1360 

となった.また，給湯に関する SC'CGS依存率は，そ 6) 北海送電力(株)企画部:ほくでん環境行動レポート (2001-6)， 

れぞれ 75.5%， 14.6%であった.従来方式に対する一次

エネルギー削減率は37.2%(起動・待機時のエネルギー 7)

消費を除く)であった.

5) 太陽光発電，ソーラーコレクタ，および燃料電池を複 8)

合的に利用した場合の実験(実験3)では，電力に関す

(http://www.hepco.co.jp/kankyou/repo2001.html) 

空気務和・衛生工学会:都市ガスによるコージェネレーション

システム計画・設費?と評価(1994-6)，丸善幸

北海道電力(株):契約穏別電力料金，従量電灯B(2002-4-6 

適ffl)

る PV'CGS依存率は，それぞれ 29.2%，19.2%という 9) 北海道ガス(株):家庭用混水式緩房，給湯契約料金fゅーぬっ

結果となった.また，給湯に関する SC'CGS依存率は， く24J (2001-10-2002-3適用)

それぞれ 75.5%， 14.6%で・あった.従来方式に対するー 10) 空気調和・衛生工学会編:空気調和・衛生ヱ学便覧第 12版

次エネルギー削減努は 64.2%(起動・待機持のエネルギ

ー消費を除く)であった.
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